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最近の海運を取り巻く情勢と今後の見通し
日本産酒類のブランド戦略検討会 2022年3月17日
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会社案内-会社概要
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Jeremy Nixon
Chief Executive Officer

会社概要
• 会社名

OCEAN NETWORK EXPRESS PTE. LTD.
• 本社所在地

シンガポール
• CEO

Jeremy Nixon
• 事業内容

定期コンテナ船事業
• 資本金

3,000,000,000 USD
• 設立

2017年7月7日
• 株主

川崎汽船株式会社
株式会社商船三井
日本郵船株式会社
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会社案内-会社組織とGlobal Network
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ONE Japan 2021年日本発 酒類の輸送実績
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ONEの環境目標
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• 環境分野における事業継続性は企業としての社会的責任であることから、現在は上記
2つの目標を設定している。（ベースラインは営業開始時の2018年基準）

“Call to Action for Shipping Decarbonization”
海運でDecarbonizationを加速するために、各国政府に対し政策の策定を要請するもの。

また、日本、英国、米国等もロエミッションを目標にするような要請。日本船主協会も

10月26日に2050年までにネットゼロエミッションを目指すことを発表。
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Decarbonizationへの取り組み関連のPress Release
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MPAと主導で設立されたMaritime Decarbonization 
Centerの立ち上げメンバーとしてUS$120Mを拠出

米国Rutgers大学と包括的
な産学連携協定を締結

戦略的な提携を
業界内外で拡大

Biofuel
欧州でバイオ燃料の試用を2021/2月及び4月に実施 シンガポール港湾PSAと荷役時のGHG削減に向け締結
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アジア発荷動き推移
• 2021年の荷動きは新型コロナの影響を大きく

受けた2020年のみならず、2019年を上回る
状況が続いている。

• 特にアジア⇒北米向けの荷量は年間を通じて
高位を保っている。

• その結果、北米側の主要港では船が入港する
までに数週間かかる状況が続いており、本船
のスケジュール維持に大きな影響が出ている。

• アジア側では、中国主要港やシンガポール、
釜山においてターミナル混雑が続いている。
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船の遅延が輸送量に与える影響
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• コンテナ船の定期サービス維持には、航路に
投入されている船が一定の間隔で航行する
必要あり。

• 遅れた船がスケジュールを取り戻せない場合
は、追加で船を入れない限り、事態の解消は
不可能。解消不可能であれば一定の期間内に
輸送できる量が減ってしまう。

本船の遅延 ⇒ サービスの頻度が低下
⇒ 船腹量（＝輸送量）が低下

②船混みにより滞船が発生、欠便が発生 ③滞船日数・隻数が継続・増加、更なる欠便発生

①通常運航時

船混み・
滞船が発生!

積み地 揚げ地

積み地 揚げ地

積み地 揚げ地

往航にて
欠便が発生!

復航にて
欠便が発生!

復航にて
欠便が発生!

船混み・
滞船が増加!
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北米西岸の混雑状況推移
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ONEの対策
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• 欠便しない限りにおいて、契約数量に対しブッキングをお引き受け
することを徹底しています。

• 日本向けサービスの日米両岸の寄港地数の最大化に努めます。

能動的対策 外部要因

欠便となる週への追加船腹の投入
（船繰りの最適化・臨時船の投入）

港湾混雑による船の滞船（入港の遅れ）

混雑港の寄港回避・主に復航における増速による
遅延回復

自然災害・荒天等の気象海象の乱れ

コンテナの追加購入によるフリートの増大
（2021年末時点2020年比 +15%)

お客様からの空コンテナの早期返却の促進

北米内陸における追加蔵置場所の確保
（シカゴ等）

北米内陸オペレーションの混乱

北米ターミナルの稼働率向上に向けての諸策
（コンテナのアジアへの輸送最大化・内陸輸送力
の増強によるターミナル占有率逓減）

お客様の実入りコンテナピックアップの促進
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終わりに
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日本はONEにとって最重要マーケットの一
つであり、今後とも１航海でも多く配船し、
コンテナ１本でも多く輸送するべく、全社
一丸となって取り組んで参ります。

ご清聴ありがとうございました。


